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調査用紙

小・中学校における特別支援教育への理解と対応の充実に向けた市区町村教育委員会の取組に関する

状況調査報告書

（速報版）

【１．はじめに】：平成 18 年の学校教育法の一部改正に伴い、平成 19 年 4 月より特別支援教育が本格的

に日本の教育に位置付けられた。学校教育現場では、かねてより今回の改正に向けた準備を進め、特別支

援教育の体制整備を行ってきているが、人的な面や具体的なノウハウの部分で、課題を抱えている学校も

多い。今回の改正のポイントは、小学校・中学校の特別支援体制の構築に重点が置かれている。したがっ

て特別支援教育の専門性を有する機関が、小学校中学校をどう支援していくかということを考えることは、

この教育を無事に軌道にのせるための必須条件である。そのため、国立特殊教育教育総合研究所平成 18
年度プロジェクト研究「小・中学校における特別支援教育への理解と対応の充実に向けた総合的研究」で

は、市区町村教育委員会が管下の小学校・中学校に対する対応・支援の状況を明らかにし、今後の特別支

援教育体制に資するための手だてについて検討する材料を得ることを目的とした全国調査を行った。この

報告書はこの調査結果の速報版の位置であり、主に数値データについて報告するものである。

手続きと結果については以下の通りである。
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【２．方法】：

(1)調査方法：全国の市区町村教育委員会 1834 機

関に対して、郵送による質問紙法によって調査を

行っている。

(2)調査時期：平成 19 年 3 月 26 日に発送を行い、3
月 20 日時点の状況について回答を依頼した。調査

用紙の返送方法としては、郵送、Fax、電子メール

への添付を用意している。

(3)質問紙の形式：大部分の質問項目は選択肢を指

定するものである。回答に要する時間は 15 分程度

を想定した。

(4)質問内容：(1)調査方法：全国の市区町村教育

委員会 1834（政令指定都市を含む）に対して、郵

送による質問紙法によって調査を行っている。(2)
調査時期：平成 19 年 3 月 26 日に発送を行い、3
月 20 日時点の状況について回答を依頼した。 (3)
質問紙の形式：大部分の質問項目は選択肢を指定

するものである。回答に要する時間は 15 分程度を

想定している。(4)質問内容：質問内容の大項目は

［Ⅰ基本情報］、［Ⅱ特別支援教育の位置付けにつ

いて］、［Ⅲ特別支援教育への取組について］、の 3
部構成であり、それぞれ複数の下位質問項目を設

定した。

３．結果

(1)回答数 1834 機関中、988 機関の回答があった。

回収率は 54.7%となる。（町村合併したとの回答を

得ている自治体もあり、その後の情報を基に、母

数を 1806 として計算している。）

Ⅰ基本情報

１．市区町村の状況

(1)市区町村の種別

図１．市区町村の種別
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(2)市区町村の人口

回答された自治体の人口規模は、５万人

～１万人の市区町村が最も多い。続いて、

１０万人～５万人の自治体が多い。

２．管下の学校の概況

(1)小学校の校数（本校の数）

１～５校の自治体が最も多い。続いて６

～１０校の自治体が続く。

(2)小学校の特殊学級・通級指導教室の設

置校数

ほとんどの自治体が管下の小学校に特殊

学級を設置している。

図２．市区町村の人口
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図３．小学校の数
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図４．小学校の特殊学級等設置校数
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(3)中学校の校数（本校の数）

１～５校の自治体が最も多い。

(4)中学校の特殊学級・通級指導教室の設

置校数

ほとんどの自治体が管下の中学校に特殊

学級を設置している。

３．教育委員会事務局の概況

(1)常勤職員数（数値を記入）

１～１０名の教育委員会が最も多い。

(2)その内の特別支援教育担当職員数

図５．中学校の数
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図６．中学校の特殊学級設置
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図７．教育委員会の常勤職員数
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(3)その内の特別支援教育経験者数

特別支援教育経験者が１名

特別支援教育の経験者がいない自治体が

多い。

Ⅱ 特別支援教育の位置付けについて

１．特別支援教育に関する内容の取り扱い

に関して

特別支援教育を自治体の教育目標、教育

計 画 等 の 中 で 位 置 付 け て い る 自 治 体 が 多

い。

図１０．特別支援教育の教育指針の策定状況
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その他

図８．特別支援教育担当者数
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図９．特殊教育経験者数
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２．特別支援教育の教育課題情の位置付け

について

特別支援教育を重要な教育課題に位置付

けている自治体が多い。最重要課題として

位置付けている自治体もある。

３．校内委員会の設置状況について

多くの自治体で、全ての小・中学校に校

内委員会の設置されている。

４．特別支援教育コーディネーターの指名

状況

多くの自治体で、全ての小・中学校に特

別支援教育コーディネーターが指名されて

いる。

図１１．特別支援教育の教育課題上の位置付け
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図１２．校内委員会の設置状況
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全ての学校に校内委員会が設置されている

校内委員会が設置されていない学校がある

その他

図１３．特別支援教育コーディネーターの指名状況
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５．巡回相談員の委嘱状況と活動について

(1)委嘱している巡回相談員の人数

委嘱していない自治体が多い。

(2)委嘱していない場合の理由

都道府県の相談員を活用している自治体

が最も多い。財源の確保の課題も続いてい

る。

(3)委嘱している巡回相談員の所属機関等

の状況

盲・聾・養護学校、特殊学級等の担当教

員が多い。

図１４．巡回相談員の人数
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図１５．委嘱しない理由
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図１６．巡回相談員の所属機関等
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(4)巡回相談員が実際に行っている活動

実態把握、指導内容方法の助言に関する

内容が多く、体制作り、連携等が続いてい

る。

(5)巡回相談員の活動の充実や資質向上に

向けて取り組んでいること

情報交換の場を設定している自治体が多

い。

(6)巡回相談員の活動に関する課題につい

て

要請が増加していることに対する対応が

課題となっている自治体が多い。また、巡

回相談員の専門性に関する課題が続いてい

る。

図１７．巡回相談員の活動
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図１８．巡回相談員の資質向上への取り組み
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図１９．巡回相談員の活動の課題
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６．専門家チームの委嘱状況と活動につい

て

(1)委嘱を行っている専門家チームの人数

委嘱を行っていない自治体が多い。

(2)委嘱をしていない理由

都道府県の専門家チームを活用するの回

答が多い。また、財源の確保も理由となっ

ている。

(3)委嘱している専門家の所属機関等の状

況

医師、研究職員、専門職員などが多い。

盲・聾・養護学校、特殊学級等の教員も委

嘱されている。

図２０．専門家チームの委嘱人数
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図２１．専門家チームを委嘱しない理由
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図２２．専門家の所属等
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(4)専門家チームが行っている活動の実際

について

望ましい教育的対応についての専門的意

見の提示が多い、支援体制への指導助言が

続く。

(5)専門家チームの活動の形態について

資料を基にケース会議を開催したり、学

校に出向いての活動も多い。

(6)専門家チームに関する課題について

専門家の日程調整、専門家の確保等の課

題が多い。

図２３．専門家チームの活動
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図２４．専門家チームの活動形態
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図２５．専門家チームの課題
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７．支援員・介助員の配置と活動について

(1)配置している支援員・介助員の数

支援員・介助員を配置していない自治体

も多い。

(2)支援員・介助員を配置していない理由

財源を確保できないことの理由が多い。

(3)配置している支援員・介助員の状況に

ついて

活動内容に照らして適切な者とした回答

が多いが、教員免許取得者とした回答も多

い。

図２６．支援員・介助員の配置人数
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図２７．支援員・介助員を配置しない理由
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図２８．支援員・介助員の状況
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(4)支援員・介助員の活動内容の実際

該当児童への身辺の活動介助、学習活動

への支援が多い。

(5)支援員・介助員の活動の充実や資質向

上へ向けて取り組んでいること

各学校での活動の中で行っているとの回

答が多い。研修を行っていたり、情報交換

の場を設けている自治体もある。

(6)支援員・介助員に関する課題について

財源の確保に関する課題が最も多い。続

いて人材の確保の課題が回答されている。

図２９．支援員・介助員の活動状況
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図３０．支援員・介助員の資質向上の取り組み
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図３１．支援員・介助員の課題
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８．特別支援教育への教育ボランティアの

活用について

(1)教育委員会が募集し活動しているボラ

ンティアの人数

教育ボランティアの募集・活用をしてい

ない自治体が多い。

(2)教育ボランティアの募集・活用をして

いない理由

教育ボランティアの募集・活用について

各学校に委ねている自治体が多い。

(3)教育ボランティアの状況

大学、大学院等の学生が多い。

図３２．ボランティアの人数
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図３３．ボランティアのいない理由
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図３４．教育ボランティアの状況
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(4)教育ボランティアの活動内容について

該当児童生徒への個別支援が最も多い。続

いて、学級担任の補助的活動が続いている。

(5)教育ボランティアの経費について

保険等の費用を負担している自治体もあ

るが、特に支出のない自治体もある。

(6)教育ボランティアの研修や活動の充実

に向けた取り組みについて

活動内容や留意事項の説明をしている自

図３５．ボランティアの活動内容
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図３６．ボランティアの経費
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図３７．教育ボランティアの研修
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研修を実施している

その他

治体が多い。

(7)教育ボランティアに関する課題

人材の確保が課題として最も多く回答さ

れている。

７．特別支援教育に関する教職員の資質向

上に向けた取り組みについて

(1)教員研修の実施状況について

特別支援教育コーディネーター等を対象

に実施する回答が多い。他の研修の中で実

施しているとの回答も多い。

図３８．ボランティアの課題
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人材の確保

事務的負担に関すること

資質の向上に関すること

その他

図３９．教職員の研修
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80
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全教職員を対象に実施

コーディネータ等を対象に実施

管理職を対象に実施

他の研修事業の中で実施

その他
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(2)各学校への指導資料の作成と配布の状

況について

都道府県、他機関等から提供された資料

を配付している自治体が多い。

(3)特別支援教育に関する教育研究活動の

実施状況について

他の教科領域等の研究活動の中で特別支

援教育に関する内容の研究を行っている自

治体が多い。

(4)教職員の研修など資質向上に関する課

題について

企画のための知見や情報の確保を課題と

する回答が多い。

図４０．資料の配付

225

156

879

12
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0

理解啓発を内容とする資料を作成配布

指導支援のための資料を作成して配布

都道府県、他機関から提供された資料を配布

その他

図４１．教育研究の実施状況

110
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学校を指定、研究を委嘱

教員に委嘱

他の研究活動の中で

その他

図４２．教職員の研修
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27
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財源の確保

企画のための知見や情報の確保

担当者の時間の確保

その他

８．個別の指導計画・個別の教育支援計画

の策定について

(1)個別の指導計画・個別支援計画の策定

について

個別の指導計画については、様式例を示

したり、作成についての通知・指導をして

いる自治体が多い。

(2)個別の指導計画・個別支援計画の策定

に関する課題について

作成するための時間が確保されないとの

回答が多い。

図４３．個別の教育計画、支援計画

634
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33
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学校に対して、個別の指導計画を作成するよ
うに通知・指導

個別の指導計画の様式や様式例を示してい
る

各学校に対して、個別の教育支援計画の策
定をするように通知・指導

個別の教育支援計画の様式や様式を示して
いる

その他

図４４．個別の指導計画・支援計画
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46

0 100 200 300 400 500 600

意義や活用の方法が理解されていない

時間が十分確保されない

有効に活用されていない

保護者の理解が得られない

その他



- 10 -

９．交流及び共同学習の推進について

(1)交流及び共同学習の推進について取り

組んでいること

各学校に交流及び共同学習の推進につい

て通知や指導をしている自治体が多い。

(2)交流及び共同学習の推進に関する課題

１０．教育・福祉・医療・労働等との連携

について

(1)医療・福祉・労働等との連携に関する

活動に取り組んでいること

就学指導委員会の活動を通しての連携が

図４５．交流及び共同学習の推進
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88
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市区町村の教育目標･計画の中で示してい
る。

各学校に推進の通知や指導をしている。

居住地校交流を進めるための協議の場を
設けている。

交流及び共同学習を進めるための教育研
究を行っている

その他

図４６．交流及び共同学習の課題

361

320

396

214

23

0 100 200 300 400 500

指導内容方法の知見・情報に関すること

実施のための人的資源の確保に関する
こと

学級間学校間の連絡･調整に関すること

保護者の理解と連携に関すること

その他

図４７．教育福祉・医療・労働

224
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47

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

特別支援連携協議会を構成

就学指導委員会等の活動を通して連携

専門家チーム、巡回相談員などの取り組みの
中で

盲・聾･養護学校のセンター的機能を活用する
中で

その他

多い。

(2)医療・福祉・労働等との連携に関する

課題について

機関・関係者間の連絡や調整に関する課

題が多く回答されている。

１２．教育機関間の連携に関する活動につ

いて

(1)教育機関間の連携に関することで取り

組んでいること

幼稚園と小学校間、小学校と中学校間の

情 報 交 換 の 場 を 設 け て い る と の 回 答 が 多

い。また、学校間の情報交換は各学校で行

っているとの回答が多い。

図４８．医療福祉労働との連携

281

410

486

532
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実施するための財源の確保に関すること

企画・実施するための時間の確保

連携の内容方法に関する知見・情報の確保

機関・関係者間の連絡や調整に関すること

その他

図４９．教育機関間の連携
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幼稚園と小学校間の情報交換の場を設けて
いる

小学校と中学校間の情報交換の場と設けて
いる。

中学校と高等学校間の情報交換の場を設け
ている

盲・聾・養護学校との情報交換の場を設けて
いる

個別の移行支援計画の策定に関する取組を
行っている

学校間の情報交換は各学校で行っている

その他
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(2)教育機関間の連携に関する課題につい

て

連携を行うための時間、内容・方法の知

見、連絡や調整に関する課題が多い。

１２．特別支援教育に関連する部局横断型

の施策実施について

(1)部局横断型の施策実施に関して取り組

んでいること

部局横断型の情報交換の場を設けている

回答が多い。

図５０．教育機関間の連携に関する課題
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実施する財源の確保

企画・実施する時間の確保

連携の内容・方法に関する知見・情報の確保

機関・関係者間の連絡や調整に関すること

その他

図５１．部局横断型の取り組み
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部局横断型の情報交換の場を設けてい
る

部局横断型の組織再編に取り組んでい
る

部局横断型の施策の実施

その他

(2)部局横断型の施策で実施していること

母子保健・子育て支援事業と関連した事

業を実施しているとの回答が多い。

１３．学校施設の改善に関わる取り組みに

ついて

(1)学校施設の改善の考え方について

障害のある児童生徒が安全に円滑に学校

生活を送ることができるように配慮する回

答が多い。

(2)学校施設の改修や設置について実施さ

れていること

手すり、スロープ、トイレなどの対応の

が多い。

図５２．部局横断型施策の実施
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実施

発達障害者支援事業と連携した事業を実施

その他

図５３．学校施設の改善
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障害のある児童生徒が安全かつ円滑に学校
生活が送ることができるよう配慮

学校施設のバリアフリー化等の教育的な意義
に配慮

バリアフリー化に関する合理的な整備計画の
策定

その他

図５４．学校施設の改修や設置の実施
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